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（２）国内の受入れ団体 

   受入れ団体は、多くの場合、企業から手数料や受入れ管理費を徴収し

ており、後者の内訳としては、研修生の募集・選考に要する費用、集合

研修に要する費用、受入れ企業に対する指導・支援に要する費用等が挙

げられるが、具体的な金額は個々の受入れ団体が決定している。（平成

17 年経済産業省委託調査よると１人当たり月平均２．８万円） 

   受入れ団体の中には、不当な仲介手数料や必要以上に高額な受入れ管  

理費を徴収するケースもあるとされるが、上記Ⅳの１のように最初から

雇用関係の下での実習とすれば、実習生のあっせん行為について職業紹

介事業の許可又は届出が必須の条件となり、紹介に係る手数料は透明化

される。他方、受入れ管理費については、職業紹介に係るものではない

ため、別途、その使途を、透明化しチェックしていく仕組みを検討する

必要がある。 

 

   また、不正行為等の問題も団体監理型において多く発生しており、特  

に最近は、一部の異業種の事業協同組合において営利を目的として組合

を設立し、ブローカー的に高額な管理費等を徴収するケースも見られる。 

  

技能実習移行申請企業（団体監理型）が所属する

団体の種別内訳

JITCO巡回指導で指摘のあった受入れ企業の属性（受入団体）別割合

技能実習移行申請企業が所属する団体
(研修時の第1次受入れ機関：全1116団体)の種別内訳

（ＪＩＴＣＯデータ）

（ＪＩＴＣＯデータ）
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142その他

265 農協等

11 職業訓練法人

117 商工会等

1,741 協同組合（異業種）

1,363 協同組合（同一業種）

430 公益法人

72 企業単独

受入企業数受入機関の属性

 こうした不正行為を行った団体に対しては、ペナルティを強化してい

くことが必要であり、例えば、不正行為を行った企業に対するペナルテ

ィ強化に併せ、受入れ停止期間を５年以上に延長するなどの厳格化を図

る必要がある。併せて、前述したように、受入れ団体について、本来の

事業協同組合としての事業実績要件を課すること等により、悪質な受入

れ団体の排除を図っていくことが必要である。 

 

（３）国外の送出し機関 

   送出し機関は、多くの場合、受入れ団体及び受入れ企業から送出し管

理費を徴収しており、その送出し管理費の内訳としては、研修生の選抜・


